
＜緊急声明＞ 

「辺野古米軍基地建設に向けた埋立工事の即時中止を要請する！」 

 

私たちは、沖縄での辺野古米軍基地建設をめぐる問題に、重大な関心を寄せ

てきました。沖縄県民の意思は、もはや明確です。昨年 2014 年 1 月の名護市長

選挙では、同米軍基地建設反対を公約する稲嶺進氏が再選、11 月の県知事選で

は、同じく建設反対を明言する翁長雄志氏が、10 万票もの大差で、現職の仲井

真弘多氏を破り、12 月に行われた総選挙では、小選挙区すべてで建設反対候補

が勝利しました。思想・信条を超え、また政治的・党派的違いを超えた「オー

ル沖縄」で、辺野古米軍基地建設には、「NO」という県民の強い意思が示され

たのです。 

にもかかわらず、安倍政権は、仲井真前知事が 2013 年暮れ、公約を翻して

行った公有水面埋め立て承認を盾に、強引に埋め立て工事を進めています。こ

うした政府の行為は、沖縄県民の意思を侮辱し、日本の民主主義と地方自治の

根幹を破壊する暴挙です。 

新知事は、「普天間飛行場代替施設建設事業に係る公有水面埋立承認手続に関

する第三者委員会」（以下「第三者委員会」）を設置することを決め、仲井真弘

多前知事が行った公有水面埋立承認手続に法律的な瑕疵がなかったかどうか、

検証を始めました。つまり、埋立承認、あるいはその根拠となった環境アセス

メントの正統性が崩れる可能性があるということにほかなりません。まともな

民主主義国の政府であれば、少なくともこの検証期間中、埋立工事を中断する

のが当然です。 

翁長県知事は 3 月 23 日、新たな決断を下しました。ボーリング調査を含む

すべての作業を停止するよう、沖縄防衛局に指示したのです。この指示に従わ

ない場合、辺野古沿岸の岩礁破砕許可を取り消すことを視野に入れたものです。 

このまま強引に工事を進めれば、沖縄県民との深刻な衝突や将来にわたる本

土への不信の醸成が懸念されるだけでなく、日本という国に対する、内外から

の信用が地に堕ちることになるでしょう。 

私たちは、翁長新知事の基地移設拒否の立場を支持し、今回の知事の作業中

止指示と岩礁破砕許可取り消しについても、全面的な支持を表明するものです。

私たちは、次の諸点について強く要請します。 

 

１． 日本政府は、海底ボーリング調査を含む、辺野古埋立にかかわるすべて

の行為をただちに中断すべきである。政府が埋立の根拠とする仲井真前知事

の「埋立承認」は、すでに沖縄県民によって拒否されている。 

２． この間、日本政府は、沖縄の総意を代表する翁長新知事との面会さえ拒

絶しているが、これは、日本国憲法が保障している地方自治と民主主義の精

神を否定するものである。民意の尊重が、民主主義の原点である。日本政府



は、翁長新知事による面会要請を誠実に受け入れ、本件に関する真摯な協議

に応じるべきだ。 

３． 日本政府には、自ら掲げる「地方創生」のスローガンを実践し、沖縄県

に基地問題解決と自立経済建設についての実権を移譲するよう、要請する。 

４． 環境大臣には、今回の辺野古米軍基地建設に向けての埋立事業に関する

環境影響評価書（辺野古アセス評価書）の内容に対して、環境保全上の見地

から適切な意見を述べるべき責任がある。とくに辺野古地域・沿岸地域は、

沖縄島の環境保全指針で「自然環境の厳正なる保護を図る区域」（ランクⅠ）

とされ、ジュゴンをはじめ絶滅の恐れがある多様な生物種が生息する貴重な

海域である。今回の埋立工事等による自然形状の人為的な変更や破壊によっ

て不可逆的で取り返しのつかない絶対的損失がもたらされる恐れがきわめ

て高い。環境大臣には、世界遺産の候補にもなっている誇るべき沖縄の美し

い海域を保全する重大な責務を果たすよう、ここに強く要請する。 

５． 沖縄県民の辺野古新基地建設拒否の意思の背景には、日本全体の 0・6％

に過ぎない沖縄に、74％もの米軍基地が押し付けられている現状への不満、

憤りがある。日本国民には、この構造的差別ともいえる現状を直視し、日本

の安全保障の問題は、その負担も含めて、日本全体で考えていくべきことを

要請する。 
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